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Japanese Practice News

2024年4月3日発生の地震により個人又は営利事業者の財産が損壊、変質、毀損又は廃棄をした場合、租税

公課の減免を申請することができます。災害時の減免のための3つの手続である「証拠写真」、「添付書類」

及び「減免申請」に留意し、災害発生から30日以内に管轄税務機関に各納税減免手続を行う必要があります。

添付の「災害損失時の租税公課の減免一覧表」をご参照ください。

営利事業所得税確定申告時の災害損失の損金算入に関する規定：営利事業者が災害により、商品、原材料

又は固定資産等に損害が生じた場合、営利事業所得税監査準則第102条の規定に基づき、災害発生後の

翌日から30日以内に、損失リスト及び証明書類を添付の上、管轄税務機関に申請することにより、営利事業

所得税確定申告において災害損失の損金算入が可能となります。

災害時の納税減免のための 3 つの手続
ー災害損失の申請方法

一、下記に該当する場合及び関連証明書類を添付

し書面審査となる場合を除き、規定に基づく実

地審査を受け、事実により認定される。

（一）損害対象物のうち保険加入部分又は会

計士監査報告書を提供できる場合は、金

額の多寡に関わらず、書面審査による。

（二）損害対象物のうち保険未加入部分で、損

失届出金額がNT$500万以下である。

二、添付すべき証明書類及び資料

（一）災害現場及び毀損物の写真(日付の記載

が必要)

（二）保険又は公証機関が発行した損失リスト

(保険未加入の場合は免除)

（三）営利事業者の固定資産又は商品、原材

料の災害報告表。固定資産に属する場

合は、災害発生前日までの財産目録及

び原状回復のための支出に係る証憑の

コピーを添付しなければならない。

三、災害により帳簿・証憑が毀損した場合、災害損

失報告と併せて税務当局の調査員の派遣調

査を申請する、又は確実な証拠を提出して事

実であることを証明する。

四、災害で損害を受けた資産に賠償収入又は売却

収入がある場合、収益に計上しなければなら

ない。

関連リンク

 財 政 部 税 務 ポ ー タ ル サ イ ト

https://www.etax.nat.gov.tw/etwmain/ （ ト ッ プ

ページ/書類及びファイルダウンロード/申請書

及び記入例ダウンロード）よりダウンロードし、プ

リントアウトすることが可能です。

https://www.etax.nat.gov.tw/etwmain/
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項目 申請事項 申請書の名称
申告（申請）

期限
受理機関

個人
所得税

個人災害損失 個人災害損失申告
（査定）書

災害発生後
30日以内

所在地の国税局、
分局または稽徴所
（税務機関）

営利事業
所得税

営利事業災害損失 • 営利事業原料・消
耗品、商品変質除
却又は災害申請書

• 営利事業固定資産
及び設備除却又は
災害申請書

災害発生後
30日以内

所在地の国税局、
分局または稽徴所
（税務機関）

営業税 小規模営業者の営業不能日
数の控除

小規模営業者の営業
不能日数の控除申請
書

災害発生後
申請

所在地の国税局、
分局または稽徴所
（税務機関）

娯楽税 査定徴収方式を適用する娯
楽業者の営業不能日数の控
除

災害損失による娯楽
税の減免申請書

災害発生後
申請

所在地の地方税税
務機関または分支
機関（縣轄部分亦可
向當地鄉、鎮、市公
所申請）

貨物税 既に貨物税を納めた業者の
納税済み貨物が消滅または
毀損し販売不可能な場合、税
金の還付又は取り下げを申請
することが出来る。

申請書 災害発生後
30日以内

所在地の国税局、
分局または稽徴所
（税務機関）

タバコ
酒税

既にタバコ酒税を納めた業者
の納税済みタバコ・酒が毀損
または消滅し販売不可能な場
合、タバコ酒税及びタバコ健
康福利税の還付または取り下
げを申請することが出来る。

申請書 災害発生後
30日以内

所在地の国税局、
分局または稽徴所
（税務機関）

家屋税
（房屋税）

家屋の三割以上が毀損した場
合。

家屋の災害損失によ
る租税公課減免申請
書

災害発生後
30日以内

所在地の地方税税
務機関または分支
機関

地価税 地すべり、地盤沈下、浸食、
堆砂圧等の環境による制限及
び技術の制限により土地の使
用が不可能な場合。

地価税減免申請書 当年9月22日
前又は災害
発生後30日
以内

所在地の地方税税
務機関または分支
機関

鑑札税（使
用牌照税）

自動車、自動二輪車(151cc以
上)が災害により毀損し使用中
止、除却する場合。

災害損失による鑑札
税減免申請書

災害発生後1
個月以内

所在地の地方税税
務機関または分支
機関
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注記 ：

一． 個人所得税：災害申告を行う損失総金額がNT$15万以下の場合、自主的に損失リスト及び証明書類を

添付し、国税局の書面審査を受ける必要がある。

二． 営利事業所得税：災害申告を行う損失総金額がNT$500万以下の場合、損害対象物のうち保険加入部

分又は会計士監査報告書を提供できる場合は、金額の多寡に関わらず、国税局の書面審査による。

三． 租税公課の延期又は分割納税規定：税金徴収法第26条第1 項の規定により、納税義務者が天災、事

変、不可抗力の事由又は経済的困難により、法定期間内に納税出来ない場合、規定の納税期間内に

おいて、財政部が定めた「納税義務者による延期又は分割納税申請細則」に基づき、税務機関へ延期

又は分割納税を申請することが出来る。その延期は最長で12 個月、分割納税は最長で36回とする。

四． 災害損失による租税公課の減免に関する各種申請書は、財政部税務ポータルサイト

（www.etax.nat.gov.tw）よりダウンロード。

五． フリーダイヤル：0800-000-321
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